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社民党若者アクションプログラム 2013 

すべてのすべてのすべてのすべての若者若者若者若者にににに「「「「ホームホームホームホーム」」」」をををを    
 

 

１．はじめに ～今、必要な新しい「ホーム」～ 

 

２．総論 

 

３．各論 

（１）職場（しごとを「ホーム」に） 

（２）居場所（こころを「ホーム」に） 

（３）住居（住まいを「ホーム」に） 

（４）ゆるやかな家族（家族を「ホーム」に） 

（５）教育・子育て（地域を「ホーム」に） 

 

４．アジアとの共生（アジアを「ホーム」に） 

 

５．あとがき ～若者問題は、もはや“若者”問題じゃない～ 
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１．はじめに ～今、必要な新しい「ホーム」～    

 

  大人たちは、こう言います。“若者は、やる気がない。意欲がない。ダラシがない。” 

一方、若者は大人たちに、こう言います。“勝ち逃げしている。いい生活をしている。” 

  がんばれば報われる時代に生きていた大人たち。自らの果実を“既得権”として抱え込

む大人たち。がんばっても報われない、報われないのは“自己責任”、だからもっとがんば

る、だけど報われない…、そんな若者たち。こうした“世代間対立”の気分が、今の日本

に蔓延しています。 

  繰り返される、“自己責任”の強調と“既得権”へのバッシング。そこにあるのは、今の

若者は、“自己責任”で生きている、“権利で守られていない”という感覚です。社会でた

またま一定の成果を上げれば、自分には“やる気”“意欲”があったのだと自賛し、うまく

行かなかったのは“やる気／意欲”に欠けたあなたの“自己責任”だと非難されたのでは、

“うまくいかない”大多数の若者は自己肯定どころか、閉塞感にさいなまれるしかありま

せん。“やる気／意欲”があったにもかかわらず“うまくいかなかった”若者が、時に探し

当てるつまづきの原因、それが“正社員”“公務員”“中高年への社会保障”“在日外国人へ

の最低限の人権保障”など、過大評価された各種“既得権”です。 

  もちろん一部の“既得権”が、強く根を張り、日本の社会を歪めていることも確かです。

私たちも常に改革を試みてきました。しかし、一部しか実体として把握できない“既得権”

に、すべての原因を押しつけ、“世代間対立”をあおること。若者は“やる気がない、ダラ

シがない”、大人たちは“は既得権を握りしめて、ラクに暮らしている”と決めつけ、原因

を個々人の問題にしてしまうこと。これらは、今の若者をめぐる問題を覆い隠し、生きづ

らい若者をさらに締め上げることです。“自己責任”“既得権”にすりかえず、若者をめぐ若者をめぐ若者をめぐ若者をめぐ

る問題を社会の問題と捉えなおしる問題を社会の問題と捉えなおしる問題を社会の問題と捉えなおしる問題を社会の問題と捉えなおし、逆回転させる政策が求められています。 

  そうした今、若者に必要なのは、「ホーム」ではないでしょうか？ 

     「ホーム」とは何か――。それは、失敗しても、いつでも帰れる拠点であり、安心でき「ホーム」とは何か――。それは、失敗しても、いつでも帰れる拠点であり、安心でき「ホーム」とは何か――。それは、失敗しても、いつでも帰れる拠点であり、安心でき「ホーム」とは何か――。それは、失敗しても、いつでも帰れる拠点であり、安心でき

る居場所です。る居場所です。る居場所です。る居場所です。自分に自信を持てない、自分を大切に扱えない、余裕がない、安心できな

い…。頼れる人も、帰れる場所もない…。そんな状態で、“自己責任で生きろ”と社会に投

げ出されても、生きづらさは解消できません。 

 

 

引用：内閣官房資料 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/housetusyakai/dai1/siryou2.pdf 
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   居場所としての住居、学校、家族や職場など、物理的な場に限らず、自尊心・自己肯

定感や、想いをはき出せるネット（だけ）でないリアルな人間関係など、“うまくいかない”

ときに戻るべき、安らげる「よりどころ」として、若者が「ホーム」を手に入れる、取り

戻す。このことが今、切実に必要です。 

   若者が生きやすい明日へ向かって社会を変えるため、変える意欲をなくしてしまった

かもしれない皆さんとも一緒に、一歩を踏み出したい。それが社民党に集う若者の願いで

あり、希望です。 

 

 

２．総論 

 私たちはこれまでも、『若者応援プラン』（2009.4）を発表し、2009 年政権交代選挙
後の連立政権では、福島党首が内閣府特命担当大臣として『子ども・若者ビジョン』

（2010.7）の作成に関わるなど、若者政策を推進してきました。民主・社民・国民新党

の初期連立政権においては、「アクティベーション」などの思想をとりいれた求職者支援制
度などの就労支援や、離職者のための「住宅手当制度」、貧困率の調査や困難を抱える子ど

もへの支援など、内閣府のみならず、厚生労働省、文部科学省をはじめ、すべての府省に

おいて政策を若者の視点からチェックし、必要な制度を創設してきました。 

 しかし、若者を取り巻く生活困難、とりわけ雇用の“ブラック化”雇用の“ブラック化”雇用の“ブラック化”雇用の“ブラック化”といわれるような非

正規／正規雇用を通じた劣悪な労働環境、ハウジング・プア状況、切り下げられる教育・

子育て政策、困難を抱える若者をさらに追い込むような福祉現場の実態など、若者の生き

づらさは上の世代の想像を超えるほど深刻になっています。これまでの若者政策は圧倒的

に、若者の“健全育成”、若者の“人間力を高める”など、若者を当事者としない“上から

目線”の押しつけ政策でした。また内容的にも、「若者自立支援」が“若者の正規雇用への

就労促進”を口実とした、ブラック企業をも含む就労への“圧力”に転化しており、現状

の若者への支援がそれ自体の価値ではなく、あたかも少子化を防ぐ手段であるかのように

語られるなど、若者はますます社会に信頼を寄せられない状況に追い込まれています。 

 青年社会学などによれば、若者政策を構成する要素は①人間発達（ユースワーク）、②エ
ンプロイアビリティ（経済・雇用政策）、③シティズンシップ（政治政策）に分類されます。

若者政策において、いわばブラック企業の規制やディーセント・ワーク（働きがいのある

人間らしい仕事）の実現などは当然の前提となっているようです。 

 

 

出展：財務総研 「多様な就業形態に対する支援のあり方研究会」報告書 

EU における若年者雇用と若者政策 宮本みち子放送大学教養学部教授 

http://www.mof.go.jp/pri/research/conference/zk073/zk073_08.pdf 
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 今の若者政策の柱となっている若者の自立支援・就労支援はもちろん大切です。しかし、

現状のブラックな働き方を放現状のブラックな働き方を放現状のブラックな働き方を放現状のブラックな働き方を放置したままでは、若者ワーキング・プアを増やすだけになり置したままでは、若者ワーキング・プアを増やすだけになり置したままでは、若者ワーキング・プアを増やすだけになり置したままでは、若者ワーキング・プアを増やすだけになり

かねません。かねません。かねません。かねません。従来型の雇用規制と狭義の「若者政策」とを車の両輪として、最終的に正規
／非正規といった雇用形態、さらには生活困難のために就労に至らないといった“生のあ

り方”を問わず、生きていける生活保障制度を総合的に構築することが必要です。最終的

に「同一価値労働同一賃金」をめざすとしても、仮に現状「生活給も保障された“既得権”現状「生活給も保障された“既得権”現状「生活給も保障された“既得権”現状「生活給も保障された“既得権”

を有する正規社員の右肩上がりの給与カーブ」をフラット化してしまえば、現に正社員とを有する正規社員の右肩上がりの給与カーブ」をフラット化してしまえば、現に正社員とを有する正規社員の右肩上がりの給与カーブ」をフラット化してしまえば、現に正社員とを有する正規社員の右肩上がりの給与カーブ」をフラット化してしまえば、現に正社員と

して生活している人々を困窮させるばかりか、給与して生活している人々を困窮させるばかりか、給与して生活している人々を困窮させるばかりか、給与して生活している人々を困窮させるばかりか、給与・労働条・労働条・労働条・労働条件件件件の引き下げ競争を巻き起この引き下げ競争を巻き起この引き下げ競争を巻き起この引き下げ競争を巻き起こ

して現に非正規として働く人々のして現に非正規として働く人々のして現に非正規として働く人々のして現に非正規として働く人々の状況状況状況状況を一層劣悪なものにすることは明かを一層劣悪なものにすることは明かを一層劣悪なものにすることは明かを一層劣悪なものにすることは明かです。「同一価

値労働同一賃金」をめざす過程で、非正規労働の賃上げ、正規／非正規の“ブラック化”

防止とともに、人生の各ステージで必要となる生活費・支出を公的サポートで支援してい

く仕組み、“生のあり方”“生のあり方”“生のあり方”“生のあり方”・雇用形態など・雇用形態など・雇用形態など・雇用形態などを問わず、生きていける生活保障制度を問わず、生きていける生活保障制度を問わず、生きていける生活保障制度を問わず、生きていける生活保障制度が必要です。 

 

 

出展：湯浅誠氏「社民党政治スクール」講演資料 

 

 そこで、この『若者アクションプログラム』では、まず職場におけるブラックな働き方

の規制（しごとを「ホーム」に）から始め、居場所の確保（こころを「ホーム」に）、住居

の保障（住まいを「ホーム」に）、ゆるやかな家族（家族を「ホーム」に）、教育・子育て

（学校を「ホーム」に）の順に提起します。また、最後に、世の中にあふれる“ナショナ
ルな気分”に対する私たちの考えを「アジアとの共生（アジアを「ホーム」に）」で触れた

いと思います。 

 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 政府は、子ども家庭省の設置を検討していますが、「家庭」を持てない若者が多くい

る現状をふまえ、「人生前半の社会保障」を強化するためにも、「子ども・若者省」（仮
称）を設置します。 

 

 

 

 

 

 

子育て・教育・住宅費 etc 

公的サポートで支援 

最低賃金の引上げ 

   ＋ 

中小零細企業支援の拡充 

同一価値労働には同一賃金 
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３．各論 

 

（１）職場（しごとを「ホーム」に） 

 

企業企業企業企業のののの““““ブラックブラックブラックブラック化化化化””””防止防止防止防止    

 現在、様々な就労支援事業が実施されています。政府の若者の“自立”のイメージは圧
倒的に“就労自立”に偏っています。一方、“若者はすぐに仕事を辞めてしまう”、“若者の

働く意欲が低下している”、“若者は大企業ばかり望んでいる”といった声が蔓延し、“ミス
マッチ（求人と求職のずれ）”、“労働意欲に欠ける若者”と、若者の心のありよう（メンタ
リティ）が非難の対象とされています。こうした声は、現状の労働現場の実態から目をそ

むけ、若者に責任を押し付けることにつながります。 

 若者を取り巻く雇用環境を見れば、そもそも仕事をしようという意欲がそがれてしまう

のも当然です。低賃金で、働いても生計を営むに足る賃金を得られないワーキング・プア。

正社員・非正規社員の“サービス残業”という長時間労働。セクハラ・パワハラといった

人権侵害。さらには職場でのいじめや退職強要。正規であっても“名ばかり正社員”など。

なかには、社員が辞めることを前提に採用活動をして労働者を“使い捨て”にする企業も

あります。こうした労働基準法などに反する“ブラック企業”が蔓延しています。 

 経団連加盟のナショナルブランドの大企業や専門誌を飾る第一線の“ビジネス・パーソ
ン”の企業が、“ブラック化”する例も珍しくありません。非正規になりたくないので、そ

うした雇用現場でも我慢せざるを得ないとなり、ウツ状態になってしまう若者も増えてい

ます。“既得権が保障されたラクな職場”のイメージの裏で、自治体にもメンタルに問題を

抱える公務員が増える傾向にあります。 

 非正規の正規雇用化だけでは解決できない企業の“ブラック化”が、国全体の労働条件
を劣悪な水準に引き下げています。「出口」である仕事のあり方を改善しないままでは、「出口」である仕事のあり方を改善しないままでは、「出口」である仕事のあり方を改善しないままでは、「出口」である仕事のあり方を改善しないままでは、

就労支援、“ミスマッチ”の解消や雇用創出などをはかっても、“ブラック企業”で働くワ就労支援、“ミスマッチ”の解消や雇用創出などをはかっても、“ブラック企業”で働くワ就労支援、“ミスマッチ”の解消や雇用創出などをはかっても、“ブラック企業”で働くワ就労支援、“ミスマッチ”の解消や雇用創出などをはかっても、“ブラック企業”で働くワ

ーキング・プアや、働くことに希望を見いだせずに就労を断念する若者を増やし、支援かーキング・プアや、働くことに希望を見いだせずに就労を断念する若者を増やし、支援かーキング・プアや、働くことに希望を見いだせずに就労を断念する若者を増やし、支援かーキング・プアや、働くことに希望を見いだせずに就労を断念する若者を増やし、支援か

ら零れ落ちる人が生まれてしまいます。ら零れ落ちる人が生まれてしまいます。ら零れ落ちる人が生まれてしまいます。ら零れ落ちる人が生まれてしまいます。自立支援、就労支援の前提として、まっとうな雇
用環境をつくる必要があります。「働きがいのある人間らしい仕事」（ディーセント・ワー

ク）を実現し、“ブラック企業”の改善に取り組みます。 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 国が過労死・過労自殺の防止に向け、実態調査するとともに、１日 11 時間程度の労
働解放時間（勤務間インターバル）などを保障する「過労死防止基本法」を制定しま

す。 

• 企業の採用サイトに、離職率や平均勤続年数の表示を義務付けます。 

• 残業代未払い・パワハラ・セクハラといった会社を退職する場合でも、給付日数や給
付条件で不利な取り扱いをうける“自己都合退職”とされてしまうケースが横行して

います。こうした状況を改善するため、雇用保険法33条（自己都合退職による失業
保険の給付制限）の趣旨を徹底させます。 

• 一人でも入れる労働組合を周知し、学校での労働法教育を実施します。さらに、悪
質な労働条件を課すブラック企業の企業名を公表するとともに、労働基準監督署の監
督体制を強化します。 

 

 

非正規雇用非正規雇用非正規雇用非正規雇用    ――――    派遣派遣派遣派遣、、、、請負請負請負請負、、、、有期労働有期労働有期労働有期労働    

 派遣、請負、契約社員／期間工などの非正規雇用は、生身の人間を“モノ扱い”して、

当初は正社員に代わって（常用代替）、不況の際に解雇するための“雇用の調整弁”として

悪用されてきました。そもそも一般的な職種の非正規雇用は、“雇用の調整弁”としての“リ

スクに見合った報酬”が期待されていました。また、専門的な非正規雇用についても、常
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時雇い入れるのではないが、専門性に見合った相応の報酬が期待されていました。それが

今では、不況の長期化に伴って、安価な労働力として雇用全般に導入され、新たに就職す

る若者（２４歳まで）の２人に１人が非正規となるまで拡大しています。 

 最低限、同一価値の労働には同一賃金を支払う、均等待遇を実現することを原則同一価値の労働には同一賃金を支払う、均等待遇を実現することを原則同一価値の労働には同一賃金を支払う、均等待遇を実現することを原則同一価値の労働には同一賃金を支払う、均等待遇を実現することを原則に、非正規
雇用を適正に規制していかなければなりません。派遣法や有期労働を規制する労働契約法
の抜本改正、実質的な労働者供給事業となっている“業務請負”を定義し、有期雇用を原

則禁止し、雇用主責任の“すきま”を作らない請負労働者保護法の制定も必要です。 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 労働者派遣法の改正は、社民党が連立政権を離脱した後、「登録型派遣の原則禁止」

や「製造業務派遣の原則禁止」を削除し、「日雇い派遣の原則禁止」を一部の例外を

除き容認するなど、骨抜きの修正が行われ成立しました。派遣労働者の労働者保護を

実効的なものとするために、改正法の運用を注視し、さらなる改善に取り組みます。 

• 雇用契約は、直接雇用、期限の定めのない雇用であることを原則とします。パート

労働法、労働契約法、労働者派遣法を改正して、パート・契約社員・非常勤・嘱託・

派遣など無限定に拡大しつづける有期契約（非正規）労働に歯止めをかけます。 

 

 

中小企業支援中小企業支援中小企業支援中小企業支援    

 

 

出典：中小企業庁 http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/chushoKigyouZentai9wari.pdf 

 

 グローバルな競争に勝ち抜くためには、低賃金も非正規も劣悪な雇用も“仕方ない”と

いう意見もあります。しかし、こうした状況を放置していれば、若者はどんどん疲弊し、

社会が貧弱になっていきます。グローバル企業は、安く“使える”労働力を求め、グロー

バルに拠点を移動していきます。結果として、グローバル企業のおかげで、日本社会が“使
い捨て”にされてしまいます。 

 一方、中小企業は「経済を牽引する力であり、社会の主役」（「中小企業憲章」）です。

企業数の９９％、雇用の７割企業数の９９％、雇用の７割企業数の９９％、雇用の７割企業数の９９％、雇用の７割は中小企業は中小企業は中小企業は中小企業が占めており、不況下でも若者の就労先として期
待されています。しかし、いまだに国の施策はグローバル大企業を優遇しています。若者

と中小企業の“ミスマッチ（求人と求職のズレ）の解消が必要”と政府は言いますが、ま

ずは国の大企業優遇の姿勢を改め、中小零細企業への支援を拡充、そして最低賃金を引き

上げるなど、働きやすい環境をつくる必要があります。 
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（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 企業の 99％・雇用の 7割を占める中小企業で働く人の職場を改善するために、大企
業優遇の経産省の権限を減らし、中小企業庁の権限を拡大します。「子ども・若者省」

（仮称）と中小企業庁との連携を強化します。 

• 中小企業基本法を改正し、中小企業の量的規定（定義）を細分化（中堅企業・中規
模企業・小規模企業）するとともに、中小企業対策予算を本予算の一般会計において

倍増し、きめこまかい予算配分を実施します。また自治体における中小企業振興条例
の制定を進めます。 

• 公正な下請取引を実現するため、大企業による一方的な下請け単価の決定や不当廉
売・優先的地位の濫用などの横暴を許さず、運用基準の監視・監督機能などを強化し、

不当な利益を吐き出させる課徴金の導入を盛り込んだ下請法改正に取り組みます。 

• 中小企業に対する法人税（所得 800 万円以下は 15％）は、税率を 11％に引き

下げるとともに適用所得を 1600 万円に引き上げます。 

• 中小企業への支援を拡充するとともに、最低賃金（全国加重平均額は 749 円／時

給）を段階的に 1000 円以上へ引き上げ、ワーキングプアをなくします。 

    

    

消費税増税消費税増税消費税増税消費税増税のののの廃止廃止廃止廃止    

 貧困が拡大し、景気が低迷する中、低所得者に負担を強いる消費税を増税することは、

若者や中小零細企業たちの生活に打撃を与えます。 

今こそ、若者の生活レベルの向上若者の生活レベルの向上若者の生活レベルの向上若者の生活レベルの向上    ⇔⇔⇔⇔    経済成長経済成長経済成長経済成長    ⇔⇔⇔⇔所得税の累進性強化・法人税率の引所得税の累進性強化・法人税率の引所得税の累進性強化・法人税率の引所得税の累進性強化・法人税率の引

き上げき上げき上げき上げ    ⇔⇔⇔⇔    税収増という好循環税収増という好循環税収増という好循環税収増という好循環を作る必要があります。それが、社会保障の更なる拡充に

つながり、誰一人として排除しない包摂型の社会を作ることにつながります。 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 「消費税増税法“廃止”法案」を成立させます。大企業・高所得者に応能負担を求め、

所得税率の累進性を強化し、大企業における法人税率の引き下げを転換します。 

 

 

雇用雇用雇用雇用をつくるをつくるをつくるをつくる    ――――    各論各論各論各論    

 雇用を保障するためには、新たな「しごとづくり」も重要です。私たちは「『いのち』（医
療、介護、子育て、福祉、教育）と『みどり』（農林水産業、環境や自然エネルギー）の公

共投資」を訴えています。しかしながら、こうした仕事の現場にも“ブラック化”の波が

押し寄せています。 

 

①①①①���� ケアケアケアケア労働労働労働労働によるによるによるによる雇用創出雇用創出雇用創出雇用創出とブラックとブラックとブラックとブラック化防止化防止化防止化防止    

 医療／看護、介護、保育／初等教育等のケア労働は、政府内でも成長分野としてたびた

び取り上げられてきました。労働者の平均年齢も低く多くの若者が就労している一方、長
時間労働、肉体的精神的キツさに見合わない賃金の低さ、離職率の高さや非正規雇用の増
加の結果としての慢性的な人手不足など、劣悪な労働条件が指摘されています。こうした

「ケア労働の“ブラック化”」を改善するためには、もちろん、一人でも入れる労働組合に

よる待遇改善や、労働基準監督署による雇用規制は欠かせません。海外ではさらに、介護
保険料等の公金が投入されている公的サービスで働く労働者に一定の生活給を保障する

「公契約条例（法）」「リビングウェッジ条例」を制定している例（カリフォルニア州サン

フランシスコ市）、保育士の賃金を教育訓練と在職期間をもとに算定した特別手当によって

引き上げている例（ウィスコンシン州）などがあり、日本でも導入し、ケア労働の改善に

取り組むべきです。 
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②②②②    「「「「新新新新しいしいしいしい公共公共公共公共」」」」によるによるによるによる雇用創出雇用創出雇用創出雇用創出とブラックとブラックとブラックとブラック化防止化防止化防止化防止    

    

 

 

 若者支援の現場を含め、一人一人の人間に寄り添って経済的利益に限らない価値を生み

出していく「市民セクター」、NGO・NPO・協同労働などの「新しい公共」は、財政的に

も機能的にも限界のある行政サービスだけではカバーしきれない、半ば公的な多くのサー

ビスを提供しています。「新しい公共」は、新たな雇用を生み出す分野として注目され、

若者の就労先の一つにもなっています。 

 しかし、財政難から自治体が公共サービスを安上がりな民間委託で代替するのと同じ意

識から、自治体と市民セクターとの公契約において委託を受ける側が対等に扱われず、最最最最

低賃金前後の劣悪な賃金で業務のアウトソーシングが行われている実態低賃金前後の劣悪な賃金で業務のアウトソーシングが行われている実態低賃金前後の劣悪な賃金で業務のアウトソーシングが行われている実態低賃金前後の劣悪な賃金で業務のアウトソーシングが行われている実態が全国で報告さ

れています。人件費の水準も問題であり、専門性の高い常勤職員と同等の関わりを必要と

する事業であるにもかかわらず、アルバイト並みの人件費しか予算計上されておらず、委
託事業が NPO を疲弊させ、職員がワーキング・プアになっている実態があります。委託
などの公契約においても、人件費はもちろん、直接的には見えにくい管理費、間接経費も

含め、事業のコストをきちんとカバーする費用を保障すべきです（「フル・コスト・リカ
バリー」）。NPO に限らず、自治体ですすむ民間委託の現場で働く労働者は最低賃金を超
えるかどうかギリギリの水準で酷使されています。そのためにも「公契約条例（法）」（「リ

ビングウェッジ条例」）は有効な対策です。 

 

③③③③    ““““官製官製官製官製ワーキング・プアワーキング・プアワーキング・プアワーキング・プア””””をなくすをなくすをなくすをなくす    

 自治体におけるパートなど、非常勤職員になる若者も増えています。都道府県や市町村
など地方自治体の職員のうち、非正規職員が占める割合は３３・１％（2012 年 6 月 1
日付、自治労調査）。2008 年の前回調査から５・５ポイント上昇。人件費削減のため、

正規から非正規への職員置き換えが進んでいます。教員や消防、警察などを除く全国の自

治体で約７０万人が非正規で働いていることになります。特に学童保育の指導員（９２．
８％）や消費生活相談員（８６．３％）、図書館職員（６７．８％）、学校給食（６４．１％）、

保育士（５２．９％）などは、一般事務（１８．９％）と比べて割合が高く、女性が多い

職場や住民サービスを直接担う出先で非正規化が進んでいます。各種相談窓口など新しい

行政ニーズに対応した業務では、専門職員を育成・配置する予算を確保せず、当初から非

正規職員で対応する自治体が多く見られます。正規職員と変わらぬ業務や労働時間を求め

られる一方、ほとんどは１年以内の有期契約で、賃金も年収換算２００万円以下、昇給も

なく、半数以上は通勤手当も支給されていない“官製ワーキングプア”が蔓延しています。

自治体の“ブラック化”を防ぐために、臨時・非常勤職員の処遇改善を図るとともに、パ
ート労働法、労働者契約法の適用除外となっている公務労働についても、同法を適用でき

出典：内閣府 http://www5.cao.go.jp/npc/pdf/torikumi0906.pdf 
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るよう法制度を見直します。また、地方公務員制度を見直し、臨時・非常勤職員の法的位
置づけの明確化や待遇改善、身分保障を推進します。 

 

 

④④④④    農業農業農業農業    

    

 
出典：農水省 http://www.maff.go.jp/j/shokusan/sanki/6jika.html 

 

 

 農業分野も、将来の成長分野の一つとされています。若者の新規就農、「農ガール」「農
メン」という言葉も聞かれるようになりました。研修・教育施設を充実させ、新規就農を

支援します。 

 しかし、輸入品との競合により、販売価格が生産費を恒常的に下回るような状況（原価

割れ）が生じています。価格競争の結果、新規就農の主な受け入れ先である農業会社や農
業法人においても、人件費の抑制、給与の引き下げが生じています。 

 原価割れの作物を対象に、その差額を交付する戸別所得補償や、農家が生産（一次産業）

のみならず、食品加工（二次産業）、流通・販売（三次産業）の主体となり、農村に雇用を

創出し二次・三次産業に奪われている付加価値をとりもどす「六次産業化」で、農村とそ

こで働く人を元気にします。 

 

 

⑤⑤⑤⑤    再再再再エネエネエネエネ／／／／省省省省エネエネエネエネ    

 再生エネルギーと省エネルギーは、地域再生の起爆剤となります。地域の中小企業が地
域の特性に応じた太陽光、風力、地熱、小水力、バイオマスなどの自然エネルギーの開発
に取り組んでいけば、地域に若者が安定して働ける場が創出されます。これを持続可能な

ものとするため、地域限定・期間限定の地域商品券・地域通貨による自然エネルギー買取

制度を普及させるなど、自然エネルギーが生み出す価値を地域に還元させ、地域内で循環
させる経済構造（「地域内循環型経済」）を創出することが求められています。また現在、

自然エネ・省エネ産業に関する公的な職業訓練施設は未整備であり、再エネ技術者、省エ
ネ診断士等の育成をすすめるための人材育成の拠点をつくり、再エネ・省エネ産業等の指
導員を養成する公的な職業訓練施設を全国で設立する必要があります。 

※詳細は「社民党脱原発社民党脱原発社民党脱原発社民党脱原発アクションプログラムアクションプログラムアクションプログラムアクションプログラム２０１３２０１３２０１３２０１３」（社民党ＷＥＢに掲載）を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

六次産業化六次産業化六次産業化六次産業化    
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⑥⑥⑥⑥    ククククールールールール・ジャパン・ジャパン・ジャパン・ジャパン    

    

 

出典：経産省 http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/creative/index.htm 

 

 アジア各国では、日本のアニメ・漫画・アイドルなど、ポップカルチャーやサブカルチ
ャーが人気です。経産省はこれらを“クール・ジャパン”と称して、日本の文化・産業の

海外進出促進、クリエイティブ産業の育成や国内外への発信などの事業を展開してきまし

た。しかし、そうした多様なコンテンツを生み出しているのは、大企業ではなく、小さな

企業のクリエーターたちです。そうしたクリエーターの若者の多くは、過酷な労働環境で

働いています。中小企業の雇用条件を改善し、“ヤリタイコトをやっているから低賃金、労
働条件が悪くても仕方ない”という状況を改善することが、よりクリエイティブな感性を

引きだし、多様な表現につながるのではないでしょうか。 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 「公契約条例（法）」（「リビングウェッジ条例」）を制定し、ケア労働や「新しい公共」

の“ブラック化”防止、“官製ワーキングプア”の防止に取り組みます。 

• 農業・水産業などへの戸別所得補償、「六次産業化」をすすめ、働く人の労働条件を

改善します。 

• 地域限定・期間限定の地域商品券・地域通貨による自然エネルギー買取制度の普及を

はかり、「地域内循環型経済」を創出します。また、自然エネ・省エネ産業に関する

公的な職業訓練施設を整備します。 

• 日本が持つアニメ・漫画などのコンテンツ、伝統産業、商業デザイン、クリエーター

の感性をいかした情報発信や海外展開など、中小零細企業を主導とした「クールジャ
パン」事業を拡大します。またクリエーターの賃金・労働条件の実態把握と雇用環境
の改善に取り組み、離職者の再就職を支援します。 
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（２）居場所（こころを「ホーム」に）  

 現在、日本では、“友人、同僚、その他の人”との交流が“全くない”、あるいは“ほと

んどない”と回答した人の割合が、ＯＥＣＤの加盟国 20 か国中最も高くなっています。

競争を煽られ、いつ解雇されるかわからない職場、さらには“家族”に問題を抱えていれ

ば、どこにも居場所がなく“孤立”していると感じる若者は多いのではないでしょうか。

また、同様の傾向は、子どもにおいても顕著になってきています。 

 

 
 

 

 

出典：内閣官房 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/housetusyakai/dai1/siryou2.pdf 

 

 今の社会は、“自己責任”で生きて行け！と“強い個人”を求めています。そうした中で、

社会と接点を持てず、“孤立化”していく若者が増えています。また、そうした若者を“甘

えている”と非難したり、“だらしがない”として“自立”を求める言葉が蔓延しています。

しかし実態は、社会の側が若者の「自立」を支える余裕を失い、困難を抱える若者が社会

との関係を取り結ぶ機会が減っているということではないでしょうか。 

 人の「弱さ」、個々人が抱える困難を認める包容力のある社会が必要です。排除ではなく、

手をさしのべ、人の「弱さ」を包み込むような「社会的包摂」がなければ、困難を抱えた

個人が自己を肯定したり自尊感情を抱いたりすることはできません。 

 

「「「「家族以外家族以外家族以外家族以外のののの人人人人」」」」とととと交流交流交流交流のないのないのないのない人人人人のののの割合割合割合割合    
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 そうした個人の“生きづらさ”に寄り添い、居場所を確保するために、包括的な自立支
援やパーソナルサポートが実施されています。また、失敗してもやり直せるよう求職者支
援制度や職業教育訓練制度が用意されており、今後とも拡充していく必要があります。 

 ただし、モデル事業として取り組まれているパーソナルサポートセンターには、自立の自立の自立の自立の

目標が就労に偏っているとの批判目標が就労に偏っているとの批判目標が就労に偏っているとの批判目標が就労に偏っているとの批判があります。このままでは、ブラック企業に無理やり就
職させることが横行することにもなりかねません。雇用現場の改善は緊急の課題です。 

 現在、2012 年度までの内閣府モデル・プロジェクト（13 年度以降は厚労省「生活支
援戦略」の「包括的伴走型支援」に移管）として各地で実施されていますが、パーソナル

サポートセンターの人員体制が拡充されていません。そのため、パーソナルサポートのア

ウトリーチ（「居場所」に接する機会や関心がない若者に対し、行政・NGO などから働き

かける訪問型支援）は不十分で、より困難な層へ支援が届いていないのではないかと言わ

れています。すべての中学卒業、高校・大学中退者、高卒・大卒後の無業者／不安定就労
者をパーソナルサポートの対象として、フォローアップすべきではないでしょうか。 

 また、専門職の職員を育成・配置する余裕が自治体にはないため、相談窓口を担う職員

も NPO や社会福祉協議会、自治体の直営などで、国の総合的な研修もなく、専門性の水
準は地域によってばらつきがあり、「寄り添って伴走」してくれるかどうかは結局、職員個

人の能力と熱意／気持ちに大きく依存しているところがあります。 

 

 政府は現在、“生活支援戦略”（下図参照）の検討をすすめています。この中では、“日常

生活自立”、社会参加や中間的就労などの“社会生活自立”、一般就労による“就労自立”

の“ステージ”を想定して、“本人の『ステージ』に応じた多様な就労支援”をうたってい

ます。地域での社会的企業、協同労働や NGO・NPO などでの中間的就労は、社会的な経
験を通じた自己肯定感・自尊意識・コミュニケーション能力の獲得など、本人の「社会生

活自立」「居場所の獲得」という大きな意義を持ちます。こうした若者の受け皿を多く用意

することが必要です。一方で、結果としてボランティア／インターン／就業体験などの名
目で、“ブラック化”した、実質的な低賃金労働に従事させる危惧もあり、注視する必要が

あります。 

 

 

 

 

 テレビタレントの親族が生活保護を受給していたことから、“稼働年齢層”の“働けるの

出展：厚労省 

http://www.mhlw.go.jp/stf/s

hingi/2r9852000002fjpt-at

t/2r9852000002fjuw.pdf 
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に働かない人”や、高給取りの扶養義務者がいる人が、“最低賃金より高い水準の生活保護
を受給している”という“生活保護の不正受給”が大きく取り上げられました。実態は、

稼働年齢層と考えられる５０歳以下の受給者は全体の８．５％、保護費総額に占める不正

受給額の割合は０．４％に過ぎません。しかし、“生活支援戦略”では生活保護の“適正化”

が基本目標に掲げられています。捕捉率が２割程度にすぎず必要な保護が行き届いていな

い現状を放置して、保護基準引き下げと、就労義務や扶養義務の強化等、支給抑制が強行

されれば、困窮者の生活は成り立たなくなり、経済的理由の自殺者の増加も懸念されます。 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 孤独死や餓死が相次いでいるなか、生活保護制度の課題は保護が必要な人が制度から

こぼれていることです。生活保護制度は憲法２５条の生存権保障を具体化したもので

あり、「最後のセーフティネット」として機能を強化します。あわせて、生活保護制
度に至る以前の雇用制度、健康保険制度、年金制度を見直し、それぞれのセーフティ
ネット機能の強化を図ります。 

• 求職者支援制度を強化するとともに、「パーソナル・サポート・サービス制度」（生活

と就労に関する総合的な支援制度）を推進します。また、過度な就労への圧力が生じ
ないよう注視します。 

 

 

 2012 年の「自殺対策白書」によると、自ら命を絶つ人が 14 年連続で 3万人超、特に

2011 年の学生・生徒の自殺者数は 1029 人で、初めて 1000 人を上回りました。20

代の自殺率が高まっており、自殺の原因・動機が“就職の失敗”とされる 29 歳以下の人

が 150 人にものぼります。5 年前の実に 2.5倍です。また、20 代、30 代の死亡原因の

第1位が自殺という結果もあります。今、必要なのは、“自立”への圧力ではなく、「自立」

するために必要な「ホーム」を作ることです。 

 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 自殺は、その多くが防ぐことのできる“社会的な問題”であり、早い段階で経路の連
鎖を断ち切ることが重要です。ハローワークなどを拠点に、就労と生活支援、心の悩

み相談、多重債務者支援等のワンストップ窓口の開設に取り組みます。 
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 中高生の居場所づくりは大きな課題です。中高生以上専用の児童館、“ユースセンター”

を中学校区に１箇所程度設置することで、若者が社会に「居場所」を感じることができる

ようになるのではないでしょうか。そのためには同時に、自分自身が思ったことを社会に

受け止められた、受け止めてくれたと感じられることが、何よりも重要です。こうした施
設を利用者自身の意見によって運営したり、若者主体のイベント（ライブ・文化活動）な

どへの助成や、公共施設の無償提供なども促進すべきです。 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 若者主体のイベント・ライブ・文化活動への助成や、公共施設の無償提供などを推進
し、若者の表現活動の機会を増やします。また、インターネット上における創作物の

表現を規制する動きには反対します。地域経済の活性化のためにも、「街コン」への

支援を拡充します。 

 

（３）住居（住まいを「ホーム」に） 

東日本大震災の応急仮設住宅・民間借り上げ住宅について、厚生労働省は原則２年とさ

れる居住期間を１年間延長することを決定しました。しかし、住民の合意形成が進まない

ことなどを理由に高台移転の計画も遅れています。また、原発事故による放射性物質の拡
散により「帰りたくても帰れない」避難者もいます。１年間延長ことは一歩前進であると

はいえ、「ホーム」がない被災者住民の１年後のくらしに対する不安ははかりしれません。 

世界人権宣言は、十分な生活水準についての権利を規定し、具体的な内容として住居を

挙げています。これを条約化した国際人権Ａ規約（社会権規約）については、日本政府も

1979 年に批准しており、「居住の権利」保障は国内での法的効力を有しています。 

しかし日本政府には「居住の権利」を基本的人権とする認識は希薄であり、国民自身、

居住は「自己責任」で購入するもの、あくまでも私的に所有する資産という考えから、社

宅・会社寮と持ち家をセットにした住宅政策がとられ、賃貸住宅の条件が整備されてきま

せんでした。「居住権」保障のためのセーフティネットとしての住宅、「社会住宅」といっ

た政策が発展してこなかったことが、若者の困難、貧困・格差問題につながっています。 

阪神淡路大震災後の住宅再建に対しては、「私有財産自己責任論」が吹き荒れました。

東日本大震災での住宅再建が阪神淡路大震災の教訓を活かすものとなっているか、改めて

問われています。 

住居はいのちを支える生存の基盤であるだけでなく、いつでも帰れる拠点であり、安心

できる居場所です。特に若者にとっては、自己肯定感・自尊意識を育て、社会性を獲得す

るなど、「自立」への出発点となる「ホーム」です。 

 

2008 年 9 月のリーマンショック後、派遣・請負・期間工など多数の非正規労働者が雇
い止めされ、会社の社員寮などから追い立てられ、職を失うと同時に住居も失う事態を受
けて、同年末から 2009 年 1 月まで東京・日比谷公園で「年越し派遣村」が開催されま

した。「派遣村」は大きな広がりを見せ、「ハウジングプア」という言葉が使われ、若者の

居住権をめぐの状況に大きな関心が集まりました。 

「ハウジングプア」は、「貧困ゆえに居住権が侵害されやすい環境で起居せざるを得な

い状態」にある人々と定義され、その全体像は、①「家はあるが、居住権が侵害されやす

い状態」、会社名義の賃貸住宅、借家人の権利を制限する契約内容の賃貸住宅など、②「屋

根はあるが、家がない状態（ハウスレス）」、ドヤ、施設、ネットカフェ、カプセルホテル、

個室ビデオ店、ファストフード店、友人宅、飯場、病院など、③「屋根がない状態（ルー

フレス）」野宿状態とされています。 

これに比して政府の「ホームレス」の定義は、「都市公園、河川、道路、駅舎その他の

施設を故なく起居の場所とし、日常生活を営んでいる者」（ホームレス自立支援法）であり、

ネットカフェやファストフード店などで過ごす人は含んでいません。2007 年、厚労省は、



Social Democratic Party 

 社民党若者アクションプログラム 2013 15

全国に 5400 人の“ネットカフェ難民”がいることを明らかにしました。調査を実施した

こと自体は一歩前進ですが、ハウジングプアの定義をより現実に即して拡大し、若者にお

けるハウジングプアのより正確な実態を把握する必要があります。 

 

 

 
（参考）国会図書館 http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/refer/pdf/071002.pdf 

 

 

 特にホームレスになった若者は、中高年ホームレスと違い、職業体験や職業知識が少な

く、仕事に対する誇りや、生きる知恵、気力が弱い傾向にあるとの指摘もあります。若者

のハウジングプアに対する取り組みを強め、若者に「ホーム」＝住居を確保しなければな

りません。 

 政府も住宅セーフティネット構築の必要性は認識しています。しかし、 

①公営住宅は、供給量が少なく需要を満たしておらず、応募が殺到して慢性的な高倍率
になっています。公営住宅を補完する UR 賃貸住宅（旧公団住宅）、公社住宅は、一般に

家賃が高いだけでなく、民営化の標的となっており、UR 都市再生機構は、それ自体が独

立行政法人の整理合理化対象であり、入居する借家人は非常に不安定な地位を強いられて

います。また、民間賃貸住宅では、低所得者向けの低家賃住宅から高級マンション等、高

家賃住宅へのシフトが見られるほか、「追い出し屋」・家賃保証会社被害、定期借家権によ

る居住権の侵害が問題となっています。 

②住宅セーフティネット法（2007 年）が制定されたものの、賃貸人／賃借人をつなぐ

「居住支援協議会」の設立はいまだに少数にとどまっています。 

③“住宅手当制度”も存在します。離職に伴って、寮や社宅を出なければならなくなっ

たり、家賃を払うことができなくなったりして、住宅を失った人、失いそうな人のための

制度です。そもそも、若者に住居がなければ雇用などの「自立」にも踏み出せません。制
度の創設は一歩前進ですが、雇用とのリンクをはずすなど大幅な見直しが必要です。 

 持家中心の住宅政策で持家中心の住宅政策で持家中心の住宅政策で持家中心の住宅政策で、賃貸住宅の環境が未整備であった、賃貸住宅の環境が未整備であった、賃貸住宅の環境が未整備であった、賃貸住宅の環境が未整備であったため、若者が「自立」するた

めの住宅コストが高く、そのことが世帯形成を困難にし、結婚・出産などを妨げています。

若者に対する住宅政策、ハウジングプア対策として、セーフティネットとしての住宅政策

を一元的に担う組織が必要です。また、公営住宅の拡充を前提としつつも、民間賃貸住宅
の活用を図るべく、家賃相場の高騰に注意しながらも、若者や低所得者向けの家賃補助制
度や公的保証人制度を創設すべきです。 
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 一方で、都市中心部や地方など深刻な人口減少に直面する地域を中心に“空き家”問題

が生じています。空き家と入居希望者とのマッチングを行う“空き家バンク”、新築・持ち

家優遇の住宅ローン減税を廃止し、賃貸住宅居住者向け家賃減税や買取再販リフォーム促
進税制などの中古・賃貸住宅促進策を進めるべきではないでしょうか。 

 居住権という人権の保障を、公的住宅のみで達成するのではなく、一部を民間に肩代わ

りさせるということは、民間賃貸住宅を社会全体のインフラとしてとらえ直すことを意味

しています。そうである以上、入居差別は許されません。民間も公的なルールに従うのは

当然です。入居差別に対し、政府が“民事不介入”の姿勢をとることは許されません。 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 住まいは憲法２５条の保障する「健康で文化的な生活」の基盤であり、住まいは人権

です。すべての人に安定した住まいを保障するため、福祉と環境の視点から住宅政策

を見直します。また、すべての人々の住生活の向上と居住保障という「居住の権利」

（HousingRights）を確立するため、住宅基本法を制定します。 

• ハウジングプア、「住まいの貧困」に対するセーフティネットを強化します。公営住

宅の供給を拡大し、民間賃貸住宅も公的なインフラと位置づけ、「公的な保証人制度」

や「家賃補助制度」「公的家賃債権保証制度」などを創設します。 

• 各地における「居住支援協議会」の設置を進めます。不安定な居所に住まざるをえな

い人の実態を調査します。 

• 地方自治体の「空き家バンク」を整備し、空き家の賃貸住宅化リフォームを支援する

など、空き家に移住者を呼び込むことを支援します。 

• 「ホームレス自立支援法」の「ホームレス」の定義を見直し、実態調査し、特に若者

ホームレスの対策をすすめます。 

• ルームシェアを理由とする入居拒否、出自や国籍、人種、セクシャリティを理由とす

る入居差別を厳しく規制します。 

 

 

（４）ゆるやかな家族（家族を「ホーム」に） 

孤立を深める若者たちにとって、「一緒にいてくれる存在」は貴重です。保守的な人々

は、社会保障を削減する言い訳として“家族による自助が最優先”と主張しています。し

かし、社会連帯の思想のもと「一人でも生きていける」社会をめざす私たちは、必ずしも

そうは考えません。しかし、“家族を解体”してしまっても良いとも考えてはいません。安

らげる拠り所、「ホーム」としての家族はかけがえのないものだからです。 

価値観の多様化から“結婚しない”選択をする人が多くなったと言われます。しかし現
実には、“家族をつくる”ためのハードルは非常に厳しくなっており、「しない」のではな

く“したくても結婚できない”、つまりその選択肢を奪われる若者が多く生まれているので

す。 

 厚生労働省が２０１０（平成２２）年に実施した“社会保障を支える世代に関する意識
等調査”によると、非正規雇用の３０代男性の７５．６％が未婚で、２００４年の４５．
５％から３０ポイント増加。正規雇用者の未婚率は３０．７％。不安定雇用が結婚を困難

にしている実態が明らかになりました。 

 一方、女性の側も、２００８年前後から、特に若い世代の間で“専業主婦志向”が明ら

かになっています（国立社会保障・人口問題研究所の「第４回全国家庭動向調査」（２００
８年７月に実施）など）。 

 非正規雇用の増加、正規雇用のブラック化の進行により、不安定な雇用、低賃金のワー

キング・プアが全面化しており、男性の側には女性（パートナー）や子どもを経済的に養

っていく余裕がなくなっています。男性は“家族を養わなければならない。しかしそれだ

けの所得がない”と感じ、女性の側も、雇用の非正規化とブラック化で、結婚しても働き

続けたいという意欲を奪われ、“仕事を辞める以上、男性に安定した収入を”と専業主婦志
向につながっているのではないでしょうか。 
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出典：2012 年版子ども・子育て白書 

http://www8.cao.go.jp/shoushi/whitepaper/w-2012/24pdfhonpen/pdf/1-2-1-2.pdf 

 

 こうした経済的／意識的なすれちがいから、“家族をつくれない”という状況が生まれて

います。その結果が少子化につながっていることは間違いありません。 

 

これまで、社会保障をはじめとする政府の制度設計において、前提とされる“標準世帯”

は、“夫婦と子ども２人”という構成でした。厚生労働省の「国民年金及び厚生年金に係る

財政の現況及び見通し」（２００９年２月）では、“標準世帯”は夫が正社員（勤続４０年）、

妻が専業主婦（４０年）、子ども２人を想定しています。しかし、実際は“夫婦と子”によ

り構成される世帯は３割を切って減少傾向にある一方、“単独世帯”は３割程度から増加傾
向にあります。 

 30 代前半の男性の未婚率は 48.8％（2010 年国勢調査）です。“標準”に含まれる若

者が、ほとんどいないことは明らかです。現実を直視することなく、“標準世帯”を支える

様々な制度、そして意識が、“男性片働き（女性専業主婦）モデル”“男性片働き（女性専業主婦）モデル”“男性片働き（女性専業主婦）モデル”“男性片働き（女性専業主婦）モデル”をスタンダードをスタンダードをスタンダードをスタンダードと見
る結婚観・家族観の背景にあるのではないでしょうか。 

 

いまこそ、家族形成をさまたげている高いハードルを下げるときです。「家族をつくる」

＝“法的に結婚し、男が働き、女が退職し専業主婦となって子どもを育てる”という形に

限られない、多様な家族のあり方を認めていくべきではないでしょうか。“男性片働きモデ
ル”から「共働きモデル」へ、事実婚、ひとり親家庭、ルームシェア、養子や里親（社会

的養護）、セクシャル・マイノリティ（LGBT）の婚姻など。私たちはこのような「ゆるや「ゆるや「ゆるや「ゆるや

かな家族」かな家族」かな家族」かな家族」を応援したいと思います。 

 雇用の非正規化とブラック化を適切に規制することが前提となります。その上で、①ま

ずは「ゆるやかな家族」をさまたげる、様々な法制度を改めることです。選択的夫婦別姓
制度の導入、女性だけに定められた再婚禁止期間の廃止、相続などにおける婚外子差別の

廃止など、民法を改正し、“法律婚主義”を見直します。また、②「ゆるやかな家族」が経
済的に成り立つよう、現在の“男性片働きモデル”を支える様々な制度を見直すべきです。
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それらには、所得税等の配偶者控除、年金第 3号被保険者制度、健康保険料・介護保険料
の被扶養者免除などもありますが、多くの女性がこれらによって貧困ギリギリの生活水準
で支えられているという厳しい現実もあり、“生のあり方”を問わず生きていける生活保障

制度を整備していく中で、長期的段階的に慎重に見直す必要があります。 

 

 
出展：男女共同参画白書 

http://www.gender.go.jp/whitepaper/h22/zentai/pdf/H22-1-2.pdf 

 

同時に女性が働きやすい環境をつくり、主要国で最低となっている女性の収入の引上げ、

産休・育休の保障や女性の就労・復職支援などにも取り組まなければならないでしょう。

③「共働きモデル」をスタンダードとするような意識を学校教育の中で普及啓発する必要

もあります。 

 

 これまで見てきたような、雇用形態による差別をなくし、同一価値労働には同一賃金の

原則を徹底し、若者を支える「人生前半の社会保障」が整備され、「ゆるやかな家族」、多

様な家族が認められていけば、「非正規ペアが家族をつくり、子育てできる社会」に転換「非正規ペアが家族をつくり、子育てできる社会」に転換「非正規ペアが家族をつくり、子育てできる社会」に転換「非正規ペアが家族をつくり、子育てできる社会」に転換してい

くことが可能になるのではないでしょうか。 

 

 

（（（（社民社民社民社民党党党党のののの政策政策政策政策））））    

• “男性片働きモデル”から「共働きモデル」へ、事実婚、ひとり親家庭、ルームシェ
ア、養子や里親（社会的養護）、セクシャル・マイノリティ（LGBT）の婚姻などの

「ゆるやかな家族」「ゆるやかな家族」「ゆるやかな家族」「ゆるやかな家族」を支援します。 

• 選択的夫婦別姓制度の導入、女性だけに定められた再婚禁止期間の廃止、相続などに

おける婚外子差別の廃止など、民法を改正します。 
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（５）教育・子育て（地域を「ホーム」に） 

 

 若者を社会に“まるはだか”で放り出さないためにも、早い段階での若者政策、学校教
育への対応は欠かせません。 

 すでに“貧困の連鎖”が深刻な問題になりつつあります。親の貧困が、子どもの貧困に

つながらない社会に転換することが必要です。国際的にみて、日本は子どもの貧困率が非

常に高く、子どもの７人に１人、ひとり親世帯の子どもは１．８人に１人が貧困状態にあ

ります。その背景には、日本の社会保障制度や税制が貧困の解消に役立っていないばかり

か、逆に貧困率を悪化させているという構造的な問題があります。“子どもの貧困”解消を

政府全体で取り組まなければなりません。2009 年以前は政府の公式な貧困率測定調査が

ありませんでした。政府実施の継続的な貧困率測定調査により実態を把握し、貧困削減の

具体的目標を設定し、削減計画の設定と実行を定める「子どもの貧困防止法」を制定しま

す。 

 さらには、外国人学校も含む高校無償化の完全実施、大学の無償化の促進、“学生ローン”

と変わらない貸与型ではなく給費型奨学金の拡大が必要です。これらによって、経済的理

由から学校をあきらめる子どもをなくさなければなりません。 

 

 

 
 

 

 “成果主義”“自己責任”を中心とする過酷な競争社会のルールは、学校にも浸透してい

ます。自立に困難を抱える若者の多くが、何らかの形で学校でのいじめを体験しています。

いじめの防止は、自殺などの痛ましい事件を防ぐだけではなく、息苦しさのない、風通し

のよい学校／社会を作る上で欠かせない課題です。学校・教育委員会が一体となっていじ
めの事実を隠ぺいするように、“責任”追及型の調査では、加害者に限らない学校全体や家

庭環境などの問題の真相が必ずしも明らかにならず、十分な再発防止につながりません。

責任追及や処罰を否定したり、ましてや事実隠ぺいを許容するものではありませんが、加
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害者が加害事実を認め反省・更生する、周囲の生徒や学校側も改善に取り組む、すなわち

関係者全員が「どうして、そのような事態に至ったのか」に向き合って真相究明や再発防
止に取り組むことが必要です。そのために、被害者の受け入れを大前提に、NGO や専門
家などとの連携による適切な人材の育成・配置に基づく、「リストラティブ・ジャスティス・

アプローチ」（Restorative Justice Approach）によるいじめ対策は有効な手段となり

ます。 

 

※「「「「リストラティブ・ジャスティスリストラティブ・ジャスティスリストラティブ・ジャスティスリストラティブ・ジャスティス」」」」とは、犯罪、非行など種々のトラブルが生じた

場合、被害者と加害者間の対話を通じて、真相を究明し、加害者に責任を自覚させる

ことにより反省と更生を促し、被害者も加害者からの直接の謝罪や損害賠償を受ける

ことを現実化して、事件によって傷付いた加害者と被害者の関係を修復し、彼らとコ
ミュニティとの再統合を目的とする紛争解決システム。具体的には、被害者と加害者

の対話、ファミリー・グループ・カンファレンス等、多様な形態をとる。 

 

 また、日常的ないじめ予防の組織として、先進的な自治体で取り組まれている「子ども

の権利擁護委員会」「子どもオンブズパーソン」など、子どもの権利擁護のため、助言・調

整・調査・勧告の機能を有する第三者機関を全国すべての自治体に設置すべきです。 

 

 町内や集落のつきあいがなくなり、“標準家族”も減少する中、生きる希望や自尊感情、

多様な経験やコミュニケーション能力を学校での生活だけから身につけるのはますます難

しくなっています。学校に「ホーム」（居場所）を見つけられない子どもはなおさらです。

先進的な欧米諸国では、学校や公的職業訓練機関のような系統性ある制度的教育の機会だ

けではなく、多くの場合、コミュニティベースで実施される、自主的・市民的な教育活動
である「ノンフォーマル教育」が重視される傾向にあります。友人関係・地域での活動、

地域・NGO などでのボランティアやインターンシップなどでの経験を積極的に支援する

べきです。 

 

 多くの国では「社会への影響力向上」を若者政策の目標にしており、日本でも 2010 年

7月の「子ども・若者ビジョン」にもこの方針が盛り込まれています。しかし、「社会参画」

「シティズンシップ教育」がいくら強調されても、もっとも身近な学校社会に児童・生徒

が影響力を及ぼせないのであれば、単なる美辞麗句に過ぎません。学校における参画とは、

古めかしいイメージかも知れませんが、やはり生徒会活動ではないでしょうか。そして、

参画が「社会への影響力を持つ」ことを当事者が確信することが、参画をすすめるうえで

最も重要なことです。各種学校における生徒会活動を促進するとともに、学校の意思決定

機関への意見反映・参加を保障する必要があります。 

 また、０～30 代の若者人口が４３．７％、60 代以上の高齢者人口が 30.2％であるに

もかかわらず、投票者数は０～30 代が２５．５％、60 代以上が４０．１％と逆転してし

まう“民主主義の高齢化（シルバーデモクラシー）現象”がおきています。このことが若

者の政治的影響力の低下、税・社会保障や財政負担など“世代間対立”にも拍車をかけて

いると指摘されています。有名人が“投票へ行こう”と呼びかけても、投票行動が社会へ

の影響力になるという感触がなければ、ただの“かけ声”でしかありません。若者の社会

参画を促進しなければなりません。地域、市民活動、文化、政治、経済、司法などなど、

各分野で若者の参画を求めるだけでなく、若者の意見が反映されることを保障すべきです。 

 また、若者の社会参画というと“政治教育である”と、短絡的に強調されすぎている傾
向も見うけられますが、政治参画が重要であることは言うまでもありません。そのために

は、国政や自治体の選挙の際に、きちんとした情報をもとに行う模擬投票（「学校選挙」）

の実施を支援したり、政治の仕組みを知り政治と関わる（政治を使う）能力を身につける

機会が教育の中で保障されなければなりません（「ポリティカル・リテラシー」）。 

 18 歳選挙権の実現や、多様な民意を反映する比例制を中心とした選挙制度への転換、

インターネット選挙の解禁も必要です。また、政治活動に必要な繁雑な事務手続き、50

種類近いと言われる申請書や証明書類の提出を簡略化するとともに、衆議院小選挙区・参
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議院選挙区で 300 万円、比例代表で 600 万円、しかも一定の得票がなければ没収される

世界一高い供託金制度も改善するなど、若者の意見が反映される選挙制度改革が求められ

ます。 

 

 若者が「ホーム」を持ち、安心して子どもを産み・育てられるための支援が必要です。

基本的な妊婦健診と出産を無料化するとともに、児童手当の拡充、非正規・短時間就労で

も保育所に子どもを預けられるよう、保育施設や保育ママ制度の拡充も必要です。また、

保育・幼稚園の費用、義務教育にかかる費用負担の軽減をはかっていきます。同時に保育
士、幼稚園教諭、学童保育指導員の処遇改善を行い、人材と保育・教育の質の確保をめざ
します。 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 「子どもの貧困防止法」（仮称）を制定します。また、いじめ対策として、「リストラ

ティブ・ジャスティス・アプローチ」を導入したり、「子どもの権利擁護委員会」「子
どもオンブズパーソン」など、子どもの権利擁護のための第三者機関を各自治体に設
置します。教育の機会均等を保障するため奨学金・育英制度を充実させ、返還義務の

ない給費奨学金を拡充します。 

• 中高生のための「放課後の居場所」づくりを推進し、集まった中高生の地域コミュニ
ティへの参加を支援します。 

• “高校中退者”や“学習困難者”の実態調査を実施します。 

• 国政や自治体選挙時に、学校における「模擬投票」を実施します。 

• 選挙権を行使できる年齢を１８歳へ引き下げるとともに、被選挙権や供託金の引き下
げも実施します。また、インターネットを利用した選挙運動を解禁します。さらに、

クオータ制を導入するなど、若者の政治参画を進めます。 

• 国や自治体の政策決定過程・審議会等に子ども若者枠（クオータ制）を導入します。 

• 現在、国基準の待機児童は全国で２万５千人、潜在的待機児童は８５万人とも推測さ

れ、待機児童の解消は喫緊の課題です。安心子ども基金の利用範囲を公立保育所にも

広げ、認可保育所や認定こども園などの増設、改築を進めます。 

• 社会資源の有効活用（認可外保育施設への支援、保育ママ制度の拡充、小中学校の空

きスペース等を利用しての認可保育園分園化、幼稚園の認定こども園への移行促進な

ど）を積極的に行い、待機児童の解消を図ります。 

• 放課後児童クラブ（学童保育）の不足も喫緊の課題です。学童保育の公的責任、最低

基準、財源措置を明確にし、質量ともに拡充します。 

 

 

４．アジアとの共生（アジアを「ホーム」に） 

 領土問題をめぐり、日本企業を襲う中国の若者たちが映像に映し出されました。“愛国”

の名の下に、日本人を罵倒する言葉が飛び交いました。反感を覚えた人も多いのではない

でしょうか。そうした状況に対して、日本の報道では、中国は貧困・格差が拡大し、不満
のはけ口として“愛国”に走っているという分析もなされていました。 

 ひるがえって日本はどうでしょうか。特にネット上では、“中国人は嫌いだ！”“朝鮮人

は出ていけ！”といった勇ましい言葉が氾濫しています。5 年ほど前、“希望は戦争”とい

う言葉が流行となり、若者の生きづらさをストレートに表明したものとして衝撃を与えま

した。戦後の高度経済成長を謳歌した高齢者を守る現状維持＝“平和”が、バブル崩壊＝

“就職氷河期”後の若者を見殺しにしており、世代間の公平・平等を達成するためには社

会のリセット＝“戦争”しか希望がないことを訴えたものです。現在の“嫌中・嫌韓”気

分の背景に、こうした貧困・格差問題、不十分な若者政策による社会全体の閉塞感がある

ことは間違いありません。 

 第二次大戦を多数の日本人が支持した背景には、“昭和恐慌”といわれた大不況・貧困・

閉塞感からの解放を求める世論があったとも言われます。しかし、戦争はアジアや日本国
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出典：経産省 

http://www.meti.go.jp/policy/trade_polic

y/asean/data/EAS2011.pdf 

内で多くの犠牲者を出しただけでなく、特に当時の若者は徴兵や強制労働（徴用）により

多大な犠牲を強いられました。また、戦後日本のように戦後処理（戦後補償）を誠実に履

行することに失敗すると、敵対感情を長期にわたってこじらせることにもなります。 

 現在、日本とアジア、特に中国、韓国との間で、「クール Japan」「サブカル」レベルで

の交流が進んでいます。また、2007 年以降、日本の貿易相手国第１位は米国を抜いて中

国、２位が米国で、３位が韓国です（輸出入総額、年ベース）。３９歳までの若者に限って

も、韓国・朝鮮籍の方が約２１万人、中国籍は約５２万人。いわゆる国際結婚の総数４１
５６件のうち、日本人と韓国・朝鮮、中国人とのカップルは、２２５０件にのぼります。 

 すでに中韓、ASEAN との経済交流・物流・人流は、日米間を超えています。否応なく、

アジアとは切っても切れない関係にあるのです。確かに“国”対“国”の外交局面におい

て、嫌中・嫌韓感情が生じることまでは否定できません。しかし、「すべての日本人が嫌中・

嫌韓でない」のと同様、「すべてのアジア、中韓が反日」というわけではありません。中国

の反日デモにおいても、“理性的な愛国”を求め

るプラカードをもった中国の若者の姿がネット

で話題になりました。互いに排外的対立的感情

を高めて排斥し合うのではなく、相互に理解を

深め、交流を妨げないことの方が、経済的メリ

ットもありコストも低いのです。 

 “戦争だけが唯一の希望”ではありません。求

めるべきは、閉塞感を打ち破ること、すなわち、

どんな生活形態――就労・家族…の有無、住ん

でいる地域などなど――にあっても若者がまっ

とうに生きていける安心な生活保障、「人生前半
の社会保障」をつくることです。そのためには、

世代間の格差を直視し、“上から目線”の“ほど

こし”ではない若者政策が必要です。 

 アジアとの友好関係を築くことは、容易では

ないかもしれません。特に貧困・格差が拡大し

ている状況下で、余裕のない若者たちが対立感

情を高めるのも当然のことかもしれません。し

かし、“嫌い”だからと言って排斥し、逆に“日

米が基軸”であればどんなひどい仕打ちも黙っ

て受け入れるというのであれば、外交も政治も

不要です。“嫌い”な人や国家と付き合っていく

こと、“好き”な人や国家にもきちんと意見を表
明すること、つまり他者とどう付き合っていくか、押す時は押す、引く時は引くという当

たり前の関係を創り出す努力をするのが政治ではないでしょうか。 

 歴史問題を根本的に解決する魔法のようなソリューションは存在しません。しかし、様々

なチャンネルを通してアジアにおける人材交流を促進すること、歴史研究・教育の共同作
業・すり合わせを続けていくことは、「人間の安全保障」の第一歩であり、お互いの理解を

深める上で必要なことだと考えます。 

 

（（（（社民党社民党社民党社民党のののの政策政策政策政策））））    

• 中国、韓国、アジアとの人材交流をすすめます。 

• アジアの人々と共有できる歴史認識をつくるため、共同の歴史研究を積み重ねます。 
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５．あとがき ～若者問題は、もはや“若者”問題じゃない～ 

 

 アクションプログラムをお読みいただき、ありがとうございました。このアクションプ

ログラムは“若者政策の正解集”ではありません。また、地域や世代によって、若者の抱

える問題は様々です。ぜひ皆さんにとっての「正解」を考えてみてください。 

 

 PC や携帯電話、インターネットなど、上の世代が慣れ親しんできた環境と今の若者を

めぐる環境は大きく異なっています。表面上は、一昔前よりは物質的な“豊かさ”が実現
されているだけに、若者の“生きづらさ”は上の世代からは想像もできないほど深刻にな

っています。 

 

 
出典：労働政策研究・研修機構 社会構造の変容と若者の現状 本田由紀氏 

http://www.jil.go.jp/event/ro_forum/20120630/resume/honda.pdf 

 

 

 “就職氷河期”は 1992 年から始まりました。いまや非正規で働く人は１７００万人。

全労働人口の 3 人に 1 人が“非正規雇用”です。新卒の若者（24 歳以下）や女性（34
歳以下）にかぎれば、2 人に 1 人が“非正規”です。社会に“非正規”がいよいよ全域化
しています。“氷河期”当時、20 代だった若者、いわゆる団塊ジュニアと言われる世代に

は、今も正社員になれず、非正規を続けている「若者」も数多くいます。 

 今、政治の世界も、官僚の世界も、二世・三世の世襲ばかりです。裕福な家庭に育ち、

高度な教育、競争に向いたスキルを身に付けた人たちが社会をデザインする一方、“貧困の

連鎖”、階層分化が深刻化しています。政治は、社会から“こぼれ落ちる”若者を不可視化
し、その結果、社会はどんどん貧弱になっています。こうした社会を変え、「社会」を一部

の人から取り戻したい、そう社民党は願っています。 

 

 いつか、どこかで、まだ見ぬみなさんとの出会いを期待しつつ。 


